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第 1 章 総  論 

関連条項〔基準 1～4、6、運用 1、2-1～2-2、3、4、6〕 

 

1.1 農道の変遷 

我が国の農道の生い立ちは、農業の歴史とともにある。日本の農業は、古代期の律令時代におけ

る小平野の開発、荘園形成による谷間、山麓の開発等、小規模な水田開発を経て、戦国期以降、土

木技術の発達と強大な権力機構の成立により大規模な水田開発が行われ、江戸期享保の頃までの間

に日本の農業集落の大半が形成された。 

近代に入り、明治 32（1899）年に制定された「耕地整理法」において、初めて法制上の農道が誕

生した。その後、昭和 24（1949）年に制定された土地改良法は、耕地整理法に規定された諸種の旧

制度を農地改革後の新体制に切り替える画期的制度であり、それまで進められてきた種々の事業は

全て個別に区分された。その結果、それまでの耕地整理の一環としてのみ行われてきた農道事業が

団体営土地改良事業の一部として単独で実施できるようになった。 

農道の果たすべき役割は、戦後、特に昭和 30 年代以降大きく変化した。昭和 36（1961）年に制

定された農業基本法は、所得格差の拡大や兼業化の進展等の社会情勢を背景として、農業生産の選

択的拡大と労働生産性の向上による自立農家の育成を目指すものであった。これにより、農村の機

械化が叫ばれ、そのための区画整理や農道の整備等の農地条件の整備が不可欠な要件となった。 

さらに、昭和 40 年代には労働生産性の向上と併せて農産物の流通条件の整備が強く要請される

ようになった。すなわち、この時代に入ると、農道は従来の耕作道や集落とほ場を結ぶ連絡道的な

もののみならず、流通路としての機能を併せ持つ広域的なものが要求されるようになってきた。 

昭和 40（1965）年に、いわゆる農免農道（農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業）が創設さ

れ、さらに昭和 45（1970）年に広域的な営農団地育成を図るため、広域農道（広域営農団地農道整

備事業）が制度化された。 

このほか、昭和 46（1971）年から従来団体営事業に限定されていた一般農道整備事業が都道府県

営事業としても行えるようになるとともに、昭和 47（1972）年から樹園地を主体とした農用地にお

いて、農道網の一体的な整備を行うための樹園地農道網整備事業及び農業の近代化や農産物流通の

合理化を図るための基幹農道舗装事業が制度化された。 

その後、昭和 52（1977）年に農道整備事業の整理統合が行われ、４事業（広域農道、一般農道、

団体営農道、農免農道）に再編された。これによって、今日の農道整備事業の骨格がほぼできあが

り、農道事業の飛躍的な発展へとつながることとなった。平成元（1989）年には用地・駐車場の整

備、平成３（1991）年に「うるおい施設」の整備を追加するとともに、平成７（1995）年にはライフ

ライン収容施設の整備を追加、平成９（1997）年には、農道と一体的に整備する生態系の保全、調

和を目的とした生態系保全施設整備を追加、中山間活性型ふれあい支援農道整備事業の創設、平成

10（1998）年には、団体営農道を基盤整備促進事業に組み込むとともに、既設農道の適正な機能保

全を図るため、防災安全等の危機管理対策事業や、路面の改良等の農道機能強化対策事業を実施す

る農道環境整備事業を創設、平成 11（1999）年には農産物等の物流の効率化を図るため、既設の広

域農道と連絡し、インターチェンジその他の物流拠点へのアクセスを改善する農道の整備を追加す

る等、各種事業施設制度の創設・拡充が順次図られている。  
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また、平成 13（2001）年に土地改良法が一部改正され「環境との調和への配慮」が土地改良事業

実施の際に求められることや、農村の都市化、混住化等に対応し、地域や目的に応じた農道の設計

が求められている。 

近年では農業農村整備事業に対して、生産コスト削減のための農地の大区画化、高収益作物を中

心とした営農体系への転換、スマート農業の実装等を推進する、「生産基盤の強化による農業の成長

産業化」が必要となっているほか、「多様な人が住み続けられる農村の振興」や自然災害の頻発化・

激甚化が進む中でインフラの強靱性や持続性を強化する「農業・農村の強靱化」が求められている。

農道整備事業に関しては、これらの社会的なニーズを反映して、強靱化・高度化を図る農村地域防

災減災事業や農村整備事業、地域農業をきめ細やかに支える中山間地域農業農村総合整備、農山漁

村地域整備交付金、農山漁村振興交付金等の事業が実施されている。 

このような変遷を経て、農道整備事業が農村地域社会に対し果たすべき役割はますます大きくな

っており、 農業農村整備事業の一環として農業の成長産業化や持続的な農村の振興を支えるため、

より一層の役割が期待されている。 

1.2 技術書の目的 

この技術書は、国営土地改良事業の実施に当たり、農道の設計・施工において遵守すべき規定の

「基準書」で一律に定められない事項、地域の特性や個別の地形、地質条件及び現場条件等によっ

て選択性のある事項、一般的な技術解説、標準的な事例及びその他参考となる事項等の具体的な内

容について解説する。 

したがって、個々の設計・施工に当たっては、現地の諸条件を的確に反映し、その目的、位置、

規模と社会条件及び施工条件等の実情に即し、かつ、環境との調和や景観に配慮しつつ適切な運用

を図り、きめ細かな設計・施工を行う必要がある。 

1.3 設計の基本 

農道の設計に当たっては、適切な調査を実施して、利用形態、地形、地質、気象条件及び施工条

件等を考慮し、農道として必要な機能と安定性、耐久性、経済性及び利用における安全性が確保で

きる施設とすることを基本とするとともに、社会・生活環境の改善が図られるよう、周辺の自然環

境との調和や景観にも配慮して行わなければならない。さらに、経済性の検討の際には、ライフサ

イクルコストを考慮することを原則とする。 

また、設計諸元、図面、設計上の技術的課題及び留意事項等の一連の情報を分かりやすく記録・

整理して、施設管理者等へ確実に引き継ぐことが重要である。 

農道は、その主たる機能や配置によって、次のように分類して取り扱う。 

 

 

 
図-1.3.1  農道の分類 
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図-1.3.2  農道のイメージ図 

 

(1)基幹的農道 

農業生産活動、農産物流通等の農業用の利用を主体とし、併せて農村の社会生活活動にも利用

される農道であり、農村地域の基幹的な農道である。例えば、数集落ないし数市町村にまたがる

農業地域内を連絡する農道、これらの農業地域と国道、都道府県道等を連絡する農道であり、農

業用資材の搬入、農産物の輸送、集落間又は農村と都市との社会生活上の交通に利用される。 

(2)ほ場内農道 

ほ場への通作、営農資材の搬入、ほ場からの農産物の搬出等の農業生産活動に主に利用される

農道であり、次のように分類される。 

ｱ 幹線農道 

集落とほ場区域、ほ場区域間相互、一般道路や基幹的農道とほ場区域、ほ場区域と生産・加

工・流通施設等を結ぶ主要な農道 

ｲ 支線農道 

幹線農道から分岐し、ほ区又は耕区に連絡する農道 

ｳ 耕作道 

耕区の境界部又は耕区内に設けられる農道 

 

［参 考］ 

ほ場整備と併せて導入されることが多い農道ターン方式の機能を有する農道は、登坂部を設けてほ場との段差をなくすことに

より、ほ場外で農業機械が旋回できるものである。農道ターン方式は、ほ場の大区画化に伴い導入が検討される自動走行農機によ

るスマート農業、大型機械等による作業効率向上に有効な方式である。その導入に当たっては、本技術書によらず、土地改良事業

計画設計基準・計画「ほ場整備（水田）」、「自動走行農機等に対応した農地整備の手引き」等を参照のこと。 

 ：耕区長辺　 ：耕区短辺
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1.4 農道の構成 

農道は、路体、路床、舗装、法面、排水工、主要構造物、附帯構造物、交通安全施設及び交通管

理施設等により構成される。 

 

1.4.1 路体 

路体とは、盛土における路床以下の部分をいい、路床、舗装等の上部を支持する役割を持つ部分

である。（図-1.4.1） 

 

1.4.2 法面 

法面は、盛土又は切土によって形成される斜面の部分をいい、盛土法面と切土法面に分類される。

（図-1.4.1、図-1.4.2） 

 

1.4.3 路床 

路床とは、舗装の下層面から深さ約１m の土の部分をいい、盛土部においては盛土仕上り面から、

切土部においては掘削した面から下の約１m の厚さがこれに当たる。（図-1.4.1、図-1.4.2） 

ただし、軟弱な路床を改良するため、路床の全部又は一部を良質な材料で置き換えた部分や、石

灰やセメント等で安定処理を施した部分は路床に含まれる。 

 

 
図-1.4.1  盛土部断面の名称 

 

 

 
図-1.4.2  切土部断面の名称 
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1.4.4 舗装 

舗装は、路面に加えられた交通荷重を安全に路床に分散・伝達する役割を持ち、通常は表層、基

層、路盤からなり、路床の上に築造される。路盤は、一般に上層路盤と下層路盤に分類される。 

 

1.4.5 排水工 

排水工には、路面及び隣接部の表流水を処理する表面排水工、路盤・路床や隣接部の浸透水を処

理する地下排水工、法面排水工等がある。なお、寒冷地では凍上防止対策を講じなければならない。 

 

1.4.6 主要構造物 

橋梁、トンネル等の主要な構造物である。 

 

1.4.7 附帯構造物 

擁壁、暗渠（カルバート）等の附帯的な構造物である。 

 

1.4.8 交通安全施設 

車両、歩行者等の安全かつ円滑な交通を図るための施設で、防護柵、照明施設、道路反射鏡、視

線誘導標、歩道、自転車道、立体横断施設等がある。 

 

1.4.9 交通管理施設 

案内、警戒、規制、指示等を示すための道路標識、マーキング及び交通信号機等がある。 

 

1.5 農道設計の標準的な手順 

農道の設計は、地域の自然条件、社会条件、経済条件、施工条件等の外部からの制約条件を満足

し、かつ安定性、耐久性、経済性、施工性を有するものとするため、複雑に関与する条件を効率的

に検討し、合理的な作業計画・手順の下に実施しなければならない。 

なお、農家を含む地域住民、予定管理者、有識者等の意見等を聴いた上で適用可能な数種の工法

を選定し、これらを地域住民等に説明し、さらに意見を聴く等して、地域住民等の意向をできる限

り設計に反映させることが重要である。 

農道設計の標準的な作業の手順を、図-1.5.1 に示す。 
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図-1.5.1  設計の手順 
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1.6 環境との調和や景観に配慮した設計に関する基本的な考え方 

農道整備に当たって、環境との調和や景観に配慮することとは、「農道本来の機能である農業生

産・流通の合理化、近代化を前提に、地域の環境に調和し、農道の持つ多面的機能の保全・向上を

図るための農道環境の整備」を指すものである。 

このため、農道整備に当たっては、「地域の環境に調和する」「農道の多面的機能に対応する」「路

線全体を通した一貫性を確保する」の三つの視点を念頭に置くことが重要である。 

こうした三つの視点で整備を行うことにより、最終的に自然環境、生活環境、社会環境、歴史･文

化環境、農業生産環境が織りなす景観に対しての配慮がなされることとなる。 

なお、環境との調和や景観に配慮した農道の整備を検討する際の留意点は、以下のとおりである。 

(1)路線全体の整備計画の中での環境配慮の位置付けを念頭におくこと 

個々の施設の整備手法は、路線全体の整備方針に基づいて検討することが必要である。計画時

に検討した路線全体の整備方針の中における個々の施設の位置付けを絶えず念頭におき、目標

とする農道環境を実現できる整備手法を用いることが必要である。 

(2)事例を参考に地域特性等を踏まえた手法を採用すること 

望ましい整備手法は、周辺環境や地域特性等により異なることから、事例として紹介されてい

る手法をそのまま採用するのではなく、建設コストにも十分留意しつつ地域特性等に応じた整

備手法を用いることが必要である。 

 

1.6.1 設計に当たっての検討事項 

環境との調和や景観に配慮した農道は、①農道周辺の生物の生息・生育環境の保全、②道路とし

ての基本条件の確保、③環境との調和に配慮した資材の活用、④その他の多面的機能（景観等）へ

の配慮が行われている必要がある。 

なお、環境との調和への配慮の具体的な検討に当たっては「環境との調和に配慮した事業実施の

ための調査計画・設計の技術指針」、「環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の

手引き（第２編）」等、景観への配慮の具体的な検討に当たっては「農業農村整備事業における景観

配慮の技術指針」等を参照のこと。 

 

1.6.2 農道の緑地帯によるネットワーク 

農道の法面の草地や樹木等により形成される緑地帯は、鳥類や昆虫類等の生息環境として利用さ

れるとともに、野生生物の移動経路（エコロジカルコリドー）としての役割を有する。このため、

農道の整備に当たっては、これらの緑地帯が有する役割の保全や創出を検討することが望ましい。 

 

1.6.3 農道におけるミティゲーション５原則適用の考え方 

農道の計画段階におけるミティゲーション５原則適用に当たっては、路線計画の段階においては

「回避」としての代替路線を検討する。代替路線の設定が困難な場合には、最小化、修正、軽減・

除去の可能性を検討する。代償は、他の措置を検討した上でなお生じる環境影響について行うもの

と考えられる。 
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注）ミティゲーション（mitigation）とは、事業が環境に与える影響を回避や軽減等の措置により緩和する措置をいう。米国

国家環境政策法（NEPA）に基づき環境諮問委員会が作成した NEPA 施行規則においては、ミティゲーションとして、

回避（avoidance）、最小化（minimization）、修正（rectifying）、軽減／除去（reduction／elimination）及び代償（compensation）

が示されている。 

図-1.6.1  計画の考え方【ミティゲーション５原則】 
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1.6.4 景観との調和への配慮 

農道は、農地や集落の重要な景観構成要素となったり、地域の歴史・文化的な景観資源となる樹

木や地蔵堂、道祖神等が配置されていたりすることも多い。 

このため、景観との調和に配慮した設計に当たっては、地域住民や有識者等の意見を踏まえ、農

道の機能性、安全性、施工性、維持管理等を考慮して総合的な検討を行い、決定することが望まし

い。 

景観配慮における基本原則としては、以下の「除去・遮蔽」、「修景・美化」、「保全」、「創造」の

４つがあり、これらの基本原則を考慮して必要な景観への対応を検討する。 

 

表-1.6.1  景観配慮における基本原則 

基本原則 内容 

除去・遮蔽 

除去・遮蔽とは、景観の質を低下させる要因を取り除いたり隠したりすることであり、

景観の質を維持するための配慮の一つである。景観の質の低下をもたらすと懸念され

る施設等、景観の質を低下させる負の要素に対して適用する景観配慮の基本的な対策

である。 

（例：農道沿いの景観の質を低下させる施設を植樹で遮蔽する等） 

修景・美化 

修景・美化とは、周辺構造物の形、色彩、素材等を用いたり、植栽等の美化要素を加え

たりすることで、新たな構造物の設置や既設構造物の改修の際に、周辺景観に違和感

を与えないよう、なじませる対策である。 

（例：法面への植栽により、法面を周辺景観になじませる等） 

保全 

保全とは、長い年月をかけた営農活動を通じて形成されてきた農村文化を現す景観を

守るため、営農活動によって形成された土地利用の形状や秩序に混乱をもたらす要素

の侵入、介入を防ぎ、農村の文化的価値を維持していくための対策である。 

（例：農道沿いの道祖神、シンボルツリーの保全等） 

創造 

創造とは、新たに要素を付加することで、新たな空間調和を創出するものである。空間

調和を実現していく上では高度な考え方で、除去・遮蔽、修景・美化、保全というプロ

セスを踏まえた上で、より高い景観の質を目指す場合に用いられる対策である。 

（例：歩道に石畳やブロック等の舗装を用いて憩いの場を創造する等） 

 

また、農道を眺める視点場からの見え方や空間的・時間的な調和を確認しながら、規模・配置、

形、色彩、肌理（きめ）、素材等の検討を行うとともに、当該農道だけではなく、周辺景観にも留意

する。 
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1.7 性能規定化導入の基本的な考え方 

我が国で適用される技術基準は、WTO 協定附属書１（貿易の技術的障害に関する協定）及び WTO

協定附属書４（政府調達に関する協定）に基づいて定められる必要がある。これらの協定によれば、

関連する国際規格が存在するときは、当該国際規格が優先されるとともに、技術仕様については、

「デザイン又は記述的に示された特性よりも性能に着目して定める」性能規定とすることが求めら

れている。そのため、国内設計基準は従来の仕様規定型基準から性能規定型基準へ転換されてきて

いる。 

国内では、「基準の内容が技術革新に対して柔軟に対応できるよう、仕様規定となっている基準に

ついては原則としてこれを全て性能規定化するよう検討を行う」（規制緩和推進３か年計画：平成 13

年３月 30 日閣議決定）とする政府の方針を受け、平成 14 年 10 月には国際標準に対応した構造設

計に係わる技術標準の策定・改定の基本的方向を示した「土木・建築にかかる設計の基本」（国土交

通省）が策定されている。こうした背景から各種技術基準類の性能規定化が順次進められていると

ころである。 

このため、農業農村整備事業においても、今後、情報開示や説明責任の原則に従って進めていく

ためには、仕様規定型から性能規定化の理念に沿って進めていくことが有効であり、また国際規格

との整合性を確保することが重要なことから、本基準においても、「第 7 章 路床及び舗装の設計」

に示す舗装に関する性能規定化を前回改定時に導入し、その他の施設についての性能規定化を順次

進めている。 

 

1.7.1 性能規定化の目的 

性能設計とは、「施設に要求する性能を明示し、その性能を設計供用期間にわたって施設が保持す

ることを客観的に確認する」設計法であり、次のような社会的な役割が期待されている。 

① 施設が保有する性能を社会的に説明・表示

し、信頼感を与える役割 

② 使用材料や構造方法の選択等の自由度を

提供し、施設の生産性向上に貢献する役割 

③ これまでと異なる革新的な技術を性能確

保のために活用できるようにする役割 

④ 建設資材の流通の国際化等技術のグロー

バル化に対応する役割 

これらの役割は、説明責任を遂行し、多様な新

しい技術を受け入れる柔軟性･自由度の確保に

強く関係し、公共事業等におけるコスト構造改

革といった課題にも大きな貢献が期待できる。 

設計基準が性能規定化されれば、保有すべき施

設の性能が明確になるとともに、それを定量的に

満足させることにより、設計者の創意工夫を活か

したより低コストで高品質な施設や構造物が提案

される可能性が高まる。 

図-1.7.1  要求性能の階層化の例 20） 
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このメリットを最大限に生かすために、施設の性能の概念を、「目的（施設の設置目的）」、「要求

性能（目的を達成するために施設が保有すべき性能）」、「性能規定（要求性能が満たされるために必

要な具体的規定）」、及び「性能照査（要求性能が満足されることを照査する行為）」の４つの階層に

分類・整理されることが一般的である。このうち、目的、要求性能、及び性能規定については遵守

すべき事項として定め、性能照査の方法は任意事項とされることが一般的である（図-1.7.1 参照）。 

 

1.7.2 要求性能 

1.7.2.1 農道の要求性能 

要求性能とは、施設の目的を達成するために、当該施設（施設全体）が設計供用期間において保

有すべき必要な性能のことであり、例えば、「この施設は、○○○のような力が作用したときに、○

○○のような状態になる」のように表現される。 

施設の要求性能は、以下に大別することができるが、このうち、第一義的な性能は、施設の損傷

の程度に関連する安全性、復旧性、使用性であり、これらの性能は、通常、作用とのペアで考えら

れることとなる。一般に、作用（荷重）は永続作用を除いて、年超過確率に応じてその特性値の大

きさが異なり、作用の大きさが異なると施設に生じる損傷の程度が異なる。年超過確率のある程度

大きな変動作用や永続作用によって施設に大きな損傷が生じることは許容されないが、年超過確率

の小さな偶発作用に対しても施設に一切損傷が生じないようにすることは経済的観点等から合理的

ではない。そのため、許容される損傷の程度の関係は、安全性＞復旧性＞使用性となるように作用

の年超過確率に応じて、損傷の程度、すなわち性能を設定することとなる。（図-1.7.2 参照） 

(1)施設ごとの構造的な応答に関する要求性能 

構造的な応答に関する要求性能とは、作用に対して許容し得る損傷のレベルに応じて、安全

性、復旧性、使用性に分類される。 

ｱ 安全性 

人命及び財産の安全等を確保できる性能のことであり、想定される作用に対してある程度

の損傷が発生するものの、損傷の程度が施設にとって致命的とならず、人命の安全確保に重大

な影響が生じない範囲にとどまる性能であり、平易にいえば、施設が壊れるかどうかというこ

とに関連するものである。 

ｲ 復旧性 

技術的に可能で経済的に妥当な範囲の修繕で継続的に使用できる性能のことであり、想定

される作用に対して損傷の程度が、軽微な修復により短期間のうちに所要の機能が発揮でき

る範囲にとどまる性能をいう。 

ｳ 使用性 

使用上の不都合を生じずに使用できる性能のことであり、想定される作用に対して損傷が生

じないか、あるいは損傷の程度が僅かな復旧により速やかに所要の機能が発揮できる範囲に

とどまる性能である。施設の機能、あるいはそもそもの設置目的に直接的に関係する性能であ

るといえる。 
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(2)施設に共通して原則的に付与されなければならない要求性能 

原則的に付与される要求性能とは、施工性、維持管理性、社会・環境適合性等がある。 

ｱ 施工性 

妥当な工期で工事の安全を確保しながら施工できる性能をいう。 

ｲ 維持管理性 

維持管理のし易さや技術的に可能な範囲で経済的に補修・補強等の対策が取り得る性能を

いう。 

ｳ 社会・環境適合性 

地球環境、地域環境、作業環境など景観や社会・環境との調和に対する適合性をいう。 

 

 

 
図-1.7.2  要求性能と作用の年超過確率との関係例 20） 

 

1.7.2.2 要求性能の水準 

農道の要求性能の水準は、1.7.2.1(1) ｱ 安全性、ｲ 復旧性、ｳ 使用性の観点から、次のとおりと

する。 

 

表-1.7.1  農道の要求性能の水準 

要求性能 要求性能の水準 機  能 

健全性を 

損なわない 

想定する作用によって農道が健全である、又は、

農道は損傷するが、当該道路土工構造物の存す

る区間の道路としての機能に支障を及ぼさない

性能 

安全性、復旧性、使用性全てを満たす 

（通常の維持管理程度の補修で施設の機

能を確保できる） 

限定された 

損傷にとどめる 

想定する作用による農道の損傷が限定的なもの

にとどまり、当該農道の存する区間の道路の機

能の一部に支障を及ぼすが、速やかに回復でき

る性能 

安全性及び復旧性を満たす 

（施設が応急復旧程度の作業により速や

かに補修され、道路としての通行機能が回

復できる） 

致命的な 

損傷を防止する 

想定する作用による農道の損傷が、当該農道の

存する区間の道路の機能に支障を及ぼすが、当

該支障が致命的なものとならない性能 

復旧性、使用性は満足できないが、安全性

を満たす 

（施設には大きな変状が生じても、施設の

崩壊等により、道路及び施設等に致命的な

影響を与えない） 

要求性能

施設ごと 作用・応答 安全性

復旧性

使用性

施工性

維持管理性

社会・環境適合性

施設共通
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1.7.3 重要度区分 

農道の性能規定化による設計には、路床及び舗装のように設定した目標を満たす設計と、防災上

設定する重要度区分に応じた要求性能を満たす設計がある。重要度区分の設定に当たっては、以下

に挙げる(1)及び(2)への影響の大きさを総合的に判断する。 

(1)被災による二次災害に与える影響 

農道が崩壊することによる第三者への影響で、特に人命・財産やライフラインなどへの被害の

程度を考慮する。 

(2)被災による本来の機能に与える影響 

次の①～③の事項をもとに、地域の生産活動への被害の程度を考慮する。 

① 代替施設の有無 

② 基幹施設としての重要度 

③ 復旧の難易度 

土地改良施設の重要度区分は、AA、A、B、C の４種類とし、その基本的な考え方は以下のと

おりである。 

AA 種 ：影響が極めて大きい施設 

A 種 ：影響が大きい施設 

B 種 ：影響がある施設 

C 種 ：AA、A、B 種以外（影響が軽微な施設） 

このうち、農道に適用する標準的な重要度区分を表-1.7.2 に示すとおりに分類することを標

準とする。 

 

表-1.7.2  農道に適用する標準的な重要度区分 21） 

農道 
重要度区分 

技術書関連章 備    考 
AA 種 A 種 B 種 C 種 

盛土  ○ ○  第 5 章  

農道橋 ○ ○ ○  第 9 章 小規模農道橋の耐震重要度区分は B 種 

擁壁  ○ ○ ○ 第 10 章  

 

1.7.4 照査手法 

性能規定の照査手法は、性能規定から定まる要求性能の水準が満足されることを客観的に何らか

の数値指標をもって確認することであるが、一般にはこの性能規定を照査すべき限界状態に置き換

える「限界状態設計法」が用いられる。つまり、施設の挙動やその結果として生じる損傷等が、施

設が要求する性能の状態を下回る限界状態を設定し、施設の設計供用期間中に想定される作用に対

して、挙動や損傷状態がその限界状態を超えないことを確認する方法である。 

その際、要求性能である安全性、復旧性、使用性に対して、施設や施設を構成する部材の役割、

冗長性、破壊過程の状況などを勘案して、何らかの限界状態に結び付けることがなされる。 

施設が構造物の場合、「コンクリート標準示方書」には、要求性能に応じて設定する限界状態に対

して、安全係数（部分係数）、設計応答値及び設計限界値を用いて安全であることを照査する設計方

法が示されており、1.7.5 にその手法の概要を記載する。 

一方、道路土工各指針等では、許容応力度法等の従来の照査手法を「適合みなし規定」として位

置付け、一定の条件の下での慣用的な設計方法・施工方法に従えば、所要の要求性能の水準を確保



 
132  技 術 書 ・ 設 計 ｢農 道｣   

するとみなせる考え方も示される。農道も道路のネットワークの一部を担うことからも、設計・施

工・管理の水準、冗長性の確保を考慮し、本技術書の第 4 章、第 5 章、第 6 章、第 8 章、第 10 章、

第 13 章は道路土工の各指針の記述に従っている。 

 

1.7.5 コンクリート構造物の限界状態設計手法 

コンクリート構造物の限界状態設計手法を以降に示す。 

なお、本項は主に構造物を対象とするものであるが、コンクリート舗装は対象としていないため、

舗装については「第 7 章 路床及び舗装の設計」によるものとする。 

 

1.7.5.1 限界状態の分類と定義 

検証の対象とする限界状態としては、一般に、要求性能である安全性、復旧性、使用性に対して

設定することとする。また、地震時の安全性と地震後の復旧性や使用性を総合的に考慮する場合に

もそれに対応する適切な限界状態を設定するものとする。 

(1)安全性 

安全性には、一般に構造物の破壞・崩壊に対する限界状態を設定する。なお、これ以外の安全

性の限界状態は、構造物の用途・機能に応じて別途設定する必要がある。これには、走行安全性・

歩行安全性のように構造物の利用者側の安全に関する要求性能と、附帯設備の脱落、かぶりコン

クリートのはく落等、構造物に起因した第三者への公衆災害等に対する要求性能等がある。 

ｱ 構造物の耐荷力 

破壊に関する構造物全体系としての性能は、構造物を構成する各部材の状態と密接な関係

にある。構造物の破壊に関する安全性は、構造物が複数の部材により構成されている場合、一

部の部材が破壊しても、構造物全体系として破壊しないことを照査すればよい。 

構造物の耐荷力に関しては、一般に以下の限界状態を設定するのがよい。 

断面破壊：設計供用期間中に生じる全ての作用に対して、構造物が耐荷能力を保持すること

ができる性能を表す限界状態。 

疲労破壊：設計供用期間中に生じる全ての変動作用の繰返しに対して、構造物が耐荷能力を

保持することができる性能を表す限界状態。 

ｲ 構造物の安定 

設計供用期間中に生じる全ての作用に対して、構造物が変位、変形、メカニズムや基礎構造

物の変形等により不安定とならないことを保持できる性能を表す限界状態。 

(2)復旧性 

復旧性には、構造物の修復性に関して、物理的特性に基づく限界状態を設定する。 

(3)使用性 

使用性には、構造物が正常に使用できるための性能として、使用上の快適性や構造物のそれ以

外の用途・機能から定まる限界状態として、一般に以下の限界状態を設定する。なお、これらの

限界状態の限界値は、構造物の用途・機能に応じて設定するものとする。 

ｱ 外観 

コンクリートのひび割れ、表面の汚れ等が、不安感や不快感を与えず、構造物の使用を妨げ

ないようにするための限界状態。 

ｲ 騒音・振動 
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構造物から生じる騒音や振動が、周辺環境に悪影響を及ぼさず、構造物の使用を妨げないよ

うにするための限界状態。 

ｳ 乗り心地・歩き心地 

車両や歩行者が快適に走行及び歩行できる限界状態。 

ｴ 水密性 

水密性を要するコンクリート構造物が、漏水や透水、透湿により用途・機能を損なわないた

めの限界状態。 

ｵ 損傷 

構造物に変動作用、環境作用等の原因による損傷が生じ、そのまま使用することが不適当な

状態とならない限界状態。 

参考に、「コンクリート標準示方書［設計編］」で規定した要求性能に対する限界状態、照査

指標及び考慮する設計作用の関係を表-1.7.3 に示す。 

 

表-1.7.3  要求性能、限界状態、照査指標と設計作用の例 21） 

要求性能 限界状態 照査指標 考慮する設計作用 

安全性 

断面破壊 力 全ての作用（最大値） 

疲労破壊 応力度・力 繰返し作用 

変位変形・メカニズム 変形・基礎構造による変形 全ての作用（最大値）・偶発作用 

復旧性 修復性 力・変形等 偶発作用（地震の影響等） 

使用性 

外観 ひび割れ幅、応力度 比較的しばしば生じる大きさの作用 

騒音・振動 騒音・振動レベル 比較的しばしば生じる大きさの作用 

車両走行の快適性等 変位・変形 比較的しばしば生じる大きさの作用 

水密性 
構造体の透水量 

ひび割れ幅 
比較的しばしば生じる大きさの作用 

損傷（機能の維持） 力・変形等 変動作用等 

注）使用性における外観の応力度は、ひび割れ幅の照査を省略できる鉄筋応力度の制限値。 

 

1.7.5.2 照査の方法 

限界状態に対する照査は、材料及び作用の特性値並びに表-1.7.5 の安全係数を用いて、性能の経

時変化の影響を考盧し、設計供用期間終了時点の状態で、式（1.7.1）により行うこととする。 

 

γi・Sd /Rd ≦1.0 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式（1.7.1） 

ここに、 Sd ：設計応答値 

 Rd ：設計限界値 

 γi ：構造物係数（表-1.7.5 参照） 

 

式（1.7.1)は、性能の限界値 Rd を下限値とする場合を示しており、Sd が上限値を表すような揚合

には、不等号の向きや安全係数の考慮の方法が式（1.7.1）と異なる。 

構造物の重要度に関する構造物係数 γi の中には、対象とする構造物が限界状態に至った場合の社

会的影響や、防災上の重要性、再建あるいは補修に要する費用等の経済的要因も含まれる。 

断面破壊の限界状態に対して、安全性確保のために配慮されている内容とその取扱いをまとめる

と、表-1.7.4 のようになる。 
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表-1.7.4  安全係数により配慮されている内容 21） 

配慮されている内容 取り扱う項目 

断

面

耐

力 

1. 材料強度のばらつき 

（1）材料実験データから判断できる部分 

（2）材料実験データから判断できない部分（材料実験データの不足・偏り、品質 

管理の程度、供試体と構造物中との材料強度の差異、経時変化等による） 

2. 限界状態に及ぼす影響の度合 

3. 部材断面耐力の計算上の不確実性、部材寸法のばらつき、部材の重要度、破壊性状 

 

特性値 fk 

 

材料係数 γm  

部材係数 γb 

断

面

力 

1. 作用のばらつき 

（1）作用の統計的データから判断できる部分 

（2）作用の統計的データから判断できない部分（作用の統計的データの不足・偏り、 

設計耐用期間中の作用の変化、作用の算定方法の不確実性等による） 

2. 限界状態に及ぼす影響の度合 

3. 断面力等の算定時の構造解析の不確実性 

 

特性値 Fk 

 

作用係数 γf 

 

構造解析係数 γa 

構造物の重要度、限界状態に達したときの社会的経済的影響等 構造物係数 γi 

 

表-1.7.5  標準的な安全係数の値 21） 

安全係数 

要求性能 

（限界状態） 

材 料 係 数 γm 
部材係数 

γb 

構造解析係数 

γa 

作用係数 

γf 

構造物係数 

γi 
コンクリート 

γc 

鋼材 

γs 

安全性 

（断面破壊） 
1.3 

1.0 又は 

1.05 
1.1～1.3 1.0 1.0～1.2 1.0～1.2 

安全性 

（疲労破壊） 
1.3 1.05 1.0～1.3 1.0 1.0 1.0～1.1 

使用性 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
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